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２０１７年５月１２日 

日 本 銀 行 金 沢 支 店  

 

 

 

北 陸 の 金 融 経 済 月 報 
（２０１７年５月） 

 

【 概 況 】 

北陸の景気は、緩やかに拡大している。 

最終需要をみると、個人消費は、雇用・所得環境の着実な改善が続くも

と、株高等によるマインド面の好転も寄与して、着実に持ち直している。

公共投資が増加しているほか、住宅投資や設備投資は着実に増加してい

る。 

当地製造業の生産は増勢が一段と強まっている。業種別にみると、繊維

は弱めとなっているが、電子部品・デバイス、はん用・生産用・業務用機

械は着実に増加している。化学は増加している。金属製品は持ち直してい

る。 

雇用・所得環境は着実に改善している。 

消費者物価（除く生鮮食品）は、エネルギー価格やサービス価格を中心

に、上昇している。 

企業倒産は、総じて落ち着いた動きとなっている。 

金融面をみると、預金は、個人、法人を中心に増加している。貸出は、

法人向け、個人向けを中心に増加している。 

貸出約定平均金利は、低下幅は幾分縮小しつつも、低下が続いている。 
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【 全体判断 】（矢印は前回との変化、以下同じ）         

判断据え置き 

<直近の判断変更は 17/４月>  
変化 

 

緩やかに拡大している → 

 

【 実体経済・物価 】 

 今回判断 変化 関連統計等の動き 

個人消費 
着実に持ち直してい

る 
→ 

 百貨店・スーパー等の売上高は、衣料品について一部

に持ち直しの兆しが窺えるほか、株高等を背景に高額品

に動きがみられるなど、着実に持ち直している。乗用車

販売は、新型車投入効果や買い替え需要の高まりを背景

に、増加している。家電販売は底堅く推移している。旅

行取扱は国内旅行を中心に堅調となっている。 

主要温泉地の宿泊客数は、底堅く推移している。 

住宅投資 
着実に増加してい

る 
→ 

新設住宅着工戸数は、貸家を中心として着実に増加し

ている。 

設備投資 
着実に増加してい

る 
→ 

製造業では、需要好調業種において大型能増投資がみ

られるほか、非製造業では、電力・ガスのインフラ投資

に加え、小売業の新規出店・既存店改装投資等がみられ

ている。この間、幅広い業種で人手不足への対応を企図

した省人化投資やソフトウェア投資を含む効率化投資が

みられており、全体として着実に増加している。 

公共投資 増加している → 
公共工事請負金額は、北陸新幹線敦賀延伸関連の工事

の進捗や政府の経済対策に対応した補正予算の執行など

を反映して、増加している。 

生 産 
増 勢 が 一 段 と 強

まっている 
↑ 

繊維は弱めとなっているが、電子部品・デバイス、は

ん用・生産用・業務用機械は着実に増加している。化学

は増加している。金属製品は持ち直している。 

雇 用 

・ 

所 得 

着実に改善してい

る 
→ 

企業の人手不足感は一段と強まっており、有効求人倍

率は上昇している。雇用者所得は、ベースアップの動き

が拡がるなど、着実に増加している。 

物 価 上昇している → 
消費者物価（新潟県を含む北陸４県、除く生鮮食品）

は、16/12 月に上昇に転じた後、３か月連続で上昇してい

る（17/３月前年比＋0.7％）。  
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【 金 融 】 

 今回判断 関連統計等の動き 

預 金 増加している 個人、法人を中心に増加している。 

貸 出 増加している 
法人向け、個人向け（主に住宅ローン）を中心に増加して

いる。 

貸出約定

平均金利 

低下幅は幾分縮小し

つつも、低下が続いてい

る 

北陸３県の地元銀行の貸出約定平均金利（総合・ストック

ベース）は、低下幅は幾分縮小しつつも、低下が続いている。 

 

以  上 

 

＜本件に関するお問い合わせ先＞ 
  日本銀行金沢支店 営業課 広報担当（電話 076-223-9522） 
  ホームページアドレス（http://www3.boj.or.jp/kanazawa/） 
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北　陸　の　主　要　経　済　指　標　（１）

(個人消費関連） （単位：前年比％）

2015年 2016年 2016年 2017年 2016年 2017年
4-6月 7-9月 10-12月 1-3月 12月 1月 2月 3月 4月

-0.5 -1.1 -1.8 -1.3 -0.1 n.a. -1.7 -0.3 p -2.0 n.a. n.a.

0.4 -0.9 -1.4 -2.0 -0.9 p -1.5 -1.3 -1.1 -2.7 p -0.8 n.a.

1.8 0.5 0.0 -0.9 1.1 n.a. -0.7 0.6 p -0.8 n.a. n.a.

-2.5 -3.9 -4.0 -4.2 -3.3 -3.2 -2.7 -2.3 -3.6 -3.7 -0.1

0.5 -2.9 -4.0 -3.4 -2.8 p -1.2 -2.0 -1.2 -1.8 p -0.7 n.a.

　衣 料 品 ≪33.0≫ -5.3 -8.2 -7.8 -7.8 -6.9 -6.2 -8.2 -5.7 -7.2 -5.9 -0.4

　食 料 品 ≪30.0≫ 0.3 -1.5 -0.7 -2.6 -2.5 -1.0 -1.7 0.2 -1.1 -2.2 -2.8

　身回り品 ≪11.4≫ -6.3 -3.4 -6.5 -1.0 -2.2 -3.6 0.1 -0.8 -4.8 -5.5 5.3

n.a. n.a. n.a. 3.4 4.3 p 2.8 4.0 3.6 0.5 p 4.1 n.a.

5.5 4.1 3.6 3.7 3.9 p 2.5 3.7 3.3 0.8 p 3.2 n.a.

-7.6 -1.0 -2.1 -2.5 0.1 p 1.2 -0.3 -1.1 -1.6 p 5.4 n.a.

-6.3 -1.5 -0.1 -3.1 -0.9 p 1.5 -1.5 -0.6 -1.0 p 5.4 n.a.

7.5 12.3 14.6 12.1 11.0 p -0.6 8.9 0.7 0.3 p -2.7 n.a.

6.4 6.8 6.8 5.7 5.6 p 3.0 5.7 5.4 1.3 p 2.4 n.a.

-3.0 -0.1 1.1 -1.5 0.7 p 1.9 0.5 2.6 1.5 p 1.6 n.a.

-1.3 0.2 0.8 -1.1 -0.5 p -0.7 -1.7 0.0 r -2.0 p -0.3 n.a.

-10.3 -2.7 -3.8 -0.8 9.3 7.5 9.3 6.0 7.6 8.1 p 17.7

-10.3 -1.6 -2.1 -0.3 5.6 7.8 8.1 4.4 8.2 9.6 p 10.4

-5.0 2.2 1.1 2.7 14.9 13.3 12.4 8.1 16.3 13.7 14.6

-5.5 3.6 6.1 2.7 9.7 13.1 11.5 8.9 14.4 14.8 6.1

 温泉宿泊客数　（注5） 15.3 -3.8 -5.1 -8.0 -8.6 -9.7 -7.4 -10.0 -16.3 -3.4 n.a.

（住宅投資関連） （単位：前年比％）

2015年 2016年 2016年 2017年 2016年 2017年
4-6月 7-9月 10-12月 1-3月 12月 1月 2月 3月 4月

 新設住宅着工戸数 （注3） 10.1 10.5 7.4 16.8 9.0 10.8 -1.7 31.8 21.0 -8.0 n.a.

1.9 6.4 4.9 7.1 7.9 3.2 3.9 12.8 -2.6 0.2 n.a.

　持　家 ≪50.9≫ 6.1 2.4 3.6 5.8 3.3 2.9 -2.9 3.4 14.4 -5.1 n.a.

　貸　家 ≪36.0≫ 18.9 16.0 14.1 23.9 16.3 51.9 -3.6 60.8 84.9 30.0 n.a.

　分　譲 ≪11.3≫ 6.3 21.9 0.8 30.3 -4.1 -25.8 12.9 54.8 -16.4 -63.0 n.a.

（設備投資関連） （単位：前年比％）

2013年度実績 2014年度実績 2015年度実績 2016年度計画 2017年度計画

（単位：前年比％）

2015年 2016年 2016年 2017年 2016年 2017年

4-6月 7-9月 10-12月 1-3月 12月 1月 2月 3月 4月

0.7 -21.4 -38.6 3.4 -20.4 -13.7 -30.1 -30.4 27.2 -22.3 n.a.

-6.1 0.5 -0.7 3.1 3.8 5.1 5.4 21.9 8.1 -12.5 n.a.＜全国＞

＜全国＞

1.1

-1.3

＜全国＞

　　　　　同　　　　　　（除く軽）

＜全国＞

＜全国＞

 設備投資額　 （注6）　（全産業） -2.3

5.6

44.0

0.4

 建築着工床面積　（注3、7）

4.3

18.0

5.0

8.0

 百貨店＋ｽｰﾊﾟｰ売上高（注1）
（既存店）

＜全国＞

　　　　　同　　　　　　（全　店）

 百貨店売上高 （注2）　 （既存店）

 乗用車新車登録台数（注3） （含む軽）

＜全国＞

 コンビニエンスストア売上高（注3、4）
（全　店）

 家電大型専門店売上高（注3）
（全　店）

 ドラッグストア売上高
（注3、4）

（全　店）

 ホームセンター売上高
（注3）

（全　店）

＜全国＞

＜全国＞

＜全国＞

＜全国＞
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北　陸　の　主　要　経　済　指　標　（２）

（公共投資関連） （単位：前年比％）

2015年度 2016年度 2016年 2017年 2016年 2017年
4-6月 7-9月 10-12月 1-3月 12月 1月 2月 3月 4月

-15.1 19.5 34.6 3.0 -10.9 54.4 -19.4 32.6 218.2 23.7 27.0

-3.8 4.1 4.0 6.8 -4.5 9.9 5.3 7.1 10.4 10.9 n.a.

　国 ≪13.6≫ -27.9 21.6 1.4 -24.1 26.2 217.9 20.3 382.1 683.3 92.2 14.4

　県 ≪35.5≫ -9.8 17.0 30.5 29.3 -7.4 6.5 -42.6 34.2 105.2 -23.5 -13.1

　市町村 ≪32.1≫ -12.1 -2.6 4.9 -10.0 -20.8 29.4 22.6 13.1 53.6 31.6 39.8

（生産関連） （単位：季調済は前月（期）比％、原指数は前年比％）

2015年 2016年 2016年 2017年 2016年 2017年
4-6月 7-9月 10-12月 1-3月 12月 1月 2月 3月 4月

121.2 121.8 120.4 119.5 127.1 n.a. 127.6 137.2 133.6 n.a. n.a.

97.8 r 97.7 r 96.5 r 98.0 r 99.8 p 99.9 100.6 r 98.5 r 101.7 p 99.6 n.a.

4.6 0.5 1.5 -0.7 6.4 n.a. -2.0 7.5 -2.6 n.a. n.a.

-1.2 r -0.1 r 0.3 r 1.6 r 1.8 p 0.1 0.7 r -2.1 r 3.2 p -2.1 n.a.

　電子部品・ﾃﾞﾊﾞｲｽ ≪20.8≫ 30.5 -4.3 -2.8 -3.6 18.7 n.a. 3.4 9.4 0.5 n.a. n.a.

　化　　　学 ≪13.5≫ 2.6 12.9 10.4 0.1 0.5 n.a. -10.4 17.1 -9.6 n.a. n.a.

　はん用・生産用
　　　業務用機械

≪12.7≫ -9.2 -2.5 -7.1 7.4 11.0 n.a. -0.7 4.0 6.6 n.a. n.a.

　繊　　　維 ≪8.4≫ -4.3 -2.8 -4.3 2.0 -1.2 n.a. -0.4 3.6 -2.1 n.a. n.a.

　金属製品 ≪6.0≫ -9.4 -4.3 -0.8 -0.3 0.2 n.a. -3.9 5.4 -5.9 n.a. n.a.

（雇用・所得関連） （単位：前年比％、有効求人倍率は季調済倍）

2015年 2016年 2016年 2017年 2016年 2017年
4-6月 7-9月 10-12月 1-3月 12月 1月 2月 3月 4月

1.51 1.66 1.67 1.67 1.71 1.80 1.73 1.78 1.79 1.83 n.a.

1.20 1.36 1.35 1.37 1.41 1.44 1.43 1.43 1.43 1.45 n.a.

1.2 4.1 5.7 4.5 5.8 6.4 12.7 6.2 7.1 6.0 n.a.

3.5 5.5 6.5 5.4 4.4 5.0 7.8 3.6 4.9 6.5 n.a.

0.1 1.1 1.4 0.9 0.7 n.a. 0.8 0.3 0.6 n.a. n.a.

2.1 2.1 2.0 2.2 2.2 p 2.3 2.2 2.3 2.4 p 2.4 n.a.

0.4 1.6 2.7 1.0 1.4 n.a. 2.2 -0.7 -1.0 n.a. n.a.

0.1 0.5 0.6 0.5 0.4 p 0.1 0.5 0.3 0.4 p -0.4 n.a.

0.6 2.7 4.2 1.9 2.0 n.a. 3.1 -0.4 -0.4 n.a. n.a.

2.1 2.7 2.5 2.6 2.6 p 2.4 2.7 2.6 2.8 p 1.9 n.a.

（物価） （単位：前年比％）

2015年 2016年 2016年 2017年 2016年 2017年
4-6月 7-9月 10-12月 1-3月 12月 1月 2月 3月 4月

0.6 -0.3 -0.4 -0.4 -0.1 0.7 0.1 0.6 0.8 0.7 n.a.

0.5 -0.3 -0.4 -0.5 -0.3 0.2 -0.2 0.1 0.2 0.2 n.a.

（倒産） （単位：前年比％、倒産件数は件）

2015年度 2016年度 2016年 2017年 2016年 2017年
4-6月 7-9月 10-12月 1-3月 12月 1月 2月 3月 4月

207 205 63 46 42 54 18 14 20 20 15

8,684 8,381 2,129 2,087 2,086 2,079 710 605 688 786 680

-14.1 -0.9 6.7 24.3 -22.2 -5.2 -10.0 -26.3 -4.7 17.6 -40.0

-9.0 -3.4 -7.2 -0.2 -3.0 -3.0 1.5 -10.3 -4.8 5.3 -2.1

147.0 -74.9 -95.6 22.9 -45.9 -39.9 -57.6 42.6 -5.1 -73.8 -59.2

8.9 -4.1 -26.8 -31.4 38.5 -11.8 -55.4 1.2 -29.1 -5.1 0.6

＜全国＞

 公共工事請負金額　（注3、8）

　　　同　　　　　　　（前年比）

＜全国＞

 負債総額

 常用雇用指数　（注11）　 　（ａ）

＜全国＞

 一人当り名目賃金指数（注11）（ｂ）

＜全国＞

 雇用者所得　（注12） 　（ａ）×（ｂ）

 有効求人倍率　（注10）

＜全国＞

 新規求人数

＜全国＞

 鉱工業生産（注9）　（季調済指数）

　　　　　＜全国＞

同　　　　（季調済前月（期）比）

＜全国＞

＜全国＞

＜全国＞

消費者物価指数
（注13）

（除く生鮮食品）

＜全国＞

 倒産件数　（注14）　（件）

＜全国＞
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北　陸　の　金　融　指　標

(預金＜末残＞）
（注15）

（単位：前年比％）

2016年 2017年 2016年 2017年 2016年 2017年
3月 3月 6月 9月 12月 3月 12月 1月 2月 3月

 実質預金　（北陸） 1.2 2.7 2.0 1.7 2.8 2.7 2.8 2.2 3.1 2.7

　　　同　　　（全国） 4.2 6.3 5.4 6.1 8.1 6.3 8.1 8.4 7.0 6.3

 表面預金　（北陸） 1.2 2.7 2.0 1.7 2.8 2.7 2.8 2.1 3.1 2.7

　一般法人 4.0 5.0 5.6 5.2 6.1 5.0 6.1 2.2 7.1 5.0

　個　人 1.1 2.1 0.5 0.8 1.6 2.1 1.6 1.6 2.0 2.1

　公　金 -13.7 -0.8 8.4 -1.4 7.0 -0.8 7.0 12.6 0.9 -0.8

（貸出金＜末残＞）
（注16）

（単位：前年比％）

2016年 2017年 2016年 2017年 2016年 2017年
3月 3月 6月 9月 12月 3月 12月 1月 2月 3月

 貸出金　（北陸） 1.5 2.0 1.5 2.4 2.5 2.0 2.5 2.5 2.6 2.0

　　同　　（全国） 2.8 3.0 2.4 2.2 2.7 3.0 2.7 2.8 3.2 3.0

　　同　　（地元銀行の北陸分） 1.2 1.3 1.3 1.2 1.3 1.3 1.3 1.3 1.4 1.3

　一般法人 1.2 0.9 1.3 1.1 1.5 0.9 1.5 1.3 1.5 0.9

　個　人 3.0 4.2 2.9 3.2 3.8 4.2 3.8 3.9 4.1 4.2

　地方公共団体 -1.3 -2.3 -0.8 -1.3 -2.6 -2.3 -2.6 -2.7 -2.9 -2.3

（貸出約定平均金利）
（注17）

（単位：％、％ポイント）

2016年 2017年 2016年 2017年 2016年 2017年

前月差

 地元銀行 1.110 n.a. 1.072 1.050 1.035 n.a. 1.035 1.026 1.024 n.a. n.a.

総  全国国内銀行 1.076 n.a. 1.039 1.016 0.998 n.a. 0.998 0.996 0.992 n.a. n.a.

 当店取引先信金 1.747 n.a. 1.686 1.660 1.632 n.a. 1.632 1.627 1.615 n.a. n.a.

合  地元銀行 0.883 n.a. 1.080 0.967 1.099 n.a. 1.099 1.005 0.995 n.a. n.a.

 全国国内銀行 0.690 n.a. 0.751 0.761 0.700 n.a. 0.700 0.752 0.662 n.a. n.a.

 地元銀行 1.345 n.a. 1.251 1.197 1.292 n.a. 1.292 1.280 1.270 n.a. n.a.

短  全国国内銀行 0.707 n.a. 0.646 0.627 0.623 n.a. 0.623 0.626 0.624 n.a. n.a.

期  地元銀行 1.174 n.a. 1.083 1.205 1.203 n.a. 1.203 1.567 1.034 n.a. n.a.

 全国国内銀行 0.660 n.a. 0.657 0.759 0.620 n.a. 0.620 0.678 0.523 n.a. n.a.

 地元銀行 1.068 n.a. 1.031 1.007 0.985 n.a. 0.985 0.977 0.973 n.a. n.a.

長  全国国内銀行 1.057 n.a. 1.018 0.989 0.969 n.a. 0.969 0.963 0.958 n.a. n.a.

期  地元銀行 0.771 n.a. 1.078 0.854 1.036 n.a. 1.036 0.771 0.970 n.a. n.a.

 全国国内銀行 0.705 n.a. 0.822 0.763 0.762 n.a. 0.762 0.817 0.800 n.a. n.a.

（銀行券受払高）
（注18）

（単位：億円）

2015年 2016年 2016年 2017年 2016年 2017年
4-6月 7-9月 10-12月 1-3月 12月 1月 2月 3月 4月

 受　入　高 5,022 4,704 1,249 991 922 1,802 312 929 399 473 376

 支　払　高 10,346 10,152 2,346 2,217 3,595 2,098 1,941 389 723 985 995

 受（－）払超高 5,324 5,447 1,096 1,226 2,672 296 1,628 -539 323 512 618

2月 3月6月 9月 12月 3月 12月

新規
ベース

1月3月

ストック
ベース

新規
ベース

ストック
ベース

新規
ベース

ストック
ベース

3月



7 
 

(注) 1. 百貨店＋スーパー売上高の北陸の全店は 2015 年７月以降、調査対象事業所の見直しに伴いギャップを調整するリンク係数で処

理した値。 

 2. 百貨店売上高は、北陸３県内に所在する百貨店の売上高（消費税分を除く。日本銀行金沢支店集計）。なお、全国は消費税分を

含む。 

 3. コンビニエンスストア売上高、家電大型専門店売上高、ドラッグストア売上高、ホームセンター売上高、乗用車新車登録台数、

新設住宅着工戸数、建築着工床面積、公共工事請負金額の北陸は、富山県、石川県、福井県の計数を基に日本銀行金沢支店が算

出。 

 4. ドラッグストア売上高は 2015 年１月以降、コンビニエンスストア売上高は 2017 年 1 月以降、調査対象事業所の見直しに伴い

ギャップを調整するリンク係数で処理した値。 

 5. 温泉宿泊客数は、宇奈月、山中、山代、片山津、粟津、湯涌、和倉、輪島、芦原の９温泉地分を集計したもの。 

 6. 設備投資額は、全国企業短期経済観測調査結果（ソフトウェア投資額を除くベース）。2013 年度実績は、調査対象企業見直し前

の旧ベース。 

 7. 建築着工床面積は、非居住用の計数。 

 8. 公共工事請負金額は、直近月の「公共工事前払金保証統計」が未公表の場合、東日本建設業保証㈱における同請負金額の前年比

を参考値として表示（この場合、斜字体で表示）。 

 9. 鉱工業生産の季調済の「年」の計数は、原指数の変化率。2010 年基準。全国は年間補正のため遡及改訂。 

 10. 有効求人倍率の北陸は、富山県、石川県、福井県の有効求人数、有効求職者数を基に日本銀行金沢支店が算出。「年」の計数は

原計数。 

 11. 常用雇用指数、一人当り名目賃金指数の北陸は、富山県、石川県、福井県の指数を基に日本銀行金沢支店が算出（単純平均）。

事業所規模５人以上。2015 年基準。ただし、2016 年 12 月以前は 2010 年基準。 

 12. 雇用者所得は、富山県、石川県、福井県、全国の常用雇用指数、一人当り名目賃金指数を基に日本銀行金沢支店が算出。事業所

規模５人以上。2015 年基準。 

 13. 消費者物価指数の北陸は、新潟県、富山県、石川県、福井県の４県ベース。北陸の四半期は、日本銀行金沢支店が月次指数から

算出（平均値）。2015 年基準。ただし、2015 年 12 月以前は 2010 年基準。 

 14. 倒産は、負債総額 10 百万円以上。 

 15. 実質預金、表面預金（北陸、全国） 

・北陸は、北陸３県内に店舗を構える国内銀行（ゆうちょ銀行を除く）。銀行勘定（北陸３県内店舗ベース）を基に算出。ただ

し、オフショア勘定を除く。 

・実質預金は、表面預金から切手手形を控除したもの。 

・全国は、日本銀行 「都道府県別預金・現金・貸出金」（日本銀行ホームページ掲載）の値から算出。詳しくは「都道府県別預

金・現金・貸出金」の注釈（http://www.boj.or.jp/statistics/outline/note/notest33.htm/#p05）を参照。 

 16. 貸出金（北陸、全国） 

・北陸は、北陸３県内に店舗を構える国内銀行（ゆうちょ銀行を除く）。銀行勘定（北陸３県内店舗ベース）を基に算出。ただ

し、オフショア勘定を除く。 

・地元銀行の北陸分は、北陸３県内に本店を置く地方銀行および第二地方銀行（日本銀行金沢支店集計）。 

・中央政府向け貸出を除く。 

・全国は、日本銀行 「都道府県別預金・現金・貸出金」（日本銀行ホームページ掲載）の値から算出。詳しくは「都道府県別預

金・現金・貸出金」の注釈（http://www.boj.or.jp/statistics/outline/note/notest33.htm/#p05）を参照。 
 17. 貸出約定平均金利（地元銀行、当店取引先信用金庫、全国国内銀行） 

・地元銀行は、北陸３県内に本店を置く地方銀行および第二地方銀行の貸出金利を貸出金残高で加重平均したもの。当店取引先

信用金庫は、北陸３県内に本店を置く日本銀行当座預金取引先信用金庫の貸出金利を貸出金残高で加重平均したもの（日本銀

行金沢支店集計）。 

・総合のストックベースは当座貸越を含む。総合の新規ベースは当座貸越を含まない。 

・地元銀行の貸出金利、貸出金残高は、銀行勘定の円貸出のうち、金融機関向け貸出を除いたもの。 

・約定時の貸出期間が１年未満の貸出を「短期」、１年以上の貸出を「長期」としている。なお、全国国内銀行は、日本銀行「貸

出約定平均金利」（日本銀行ホームページ掲載）の国内銀行の値。詳しくは「貸出約定平均金利」の注釈

（http://www.boj.or.jp/statistics/outline/note/notest2.htm/#p07）を参照。 
 18. 銀行券受払高 

・日本銀行金沢支店（富山および福井寄託券を含む）における銀行券の受入・支払高（日本銀行金沢支店集計）。 
 19. ≪ ≫は、各項目の直近年（年度）および基準年の構成比。 

 20. ｐは速報値、rは訂正・改訂値を示す。 

 21. 単位未満の数字のみの場合には、マイナス符号は表示していない。 

 
 

(資料) 

 
中部経済産業局電力・ガス事業北陸支局「北陸地域の百貨店・スーパー販売概況」「北陸地域の鉱工業生産指数」、 

経済産業省「商業動態統計」「鉱工業生産指数」、 

富山県自動車販売店協会「車種別ナンバー別新車登録台数」、 

軽自動車検査協会富山事務所「検査対象軽自動車保有車両移動月報」、 

石川県自動車販売店協会「新車販売実績表」、福井県自動車販売店協会「車種別・月別新車登録台数」、 

日本自動車販売協会連合会「新車販売台数」、全国軽自動車協会連合会「軽四輪車新車販売」、 

北陸観光協会「主要温泉地宿泊状況」、国土交通省「住宅着工統計」「建築物着工統計」、 

日本銀行金沢支店「北陸短観」、日本銀行「全国企業短期経済観測調査」、 

東日本建設業保証株式会社「公共工事前払金保証統計」、 

富山労働局「富山県の雇用失業情勢」、石川労働局「いしかわの労働市場」、福井労働局「労働市場月報」、 

厚生労働省「職業安定業務統計」「毎月勤労統計」、 

富山県・石川県・福井県「毎月勤労統計」、総務省「消費者物価指数」、 

東京商工リサーチ金沢支店「北陸三県企業倒産状況」、東京商工リサーチ「全国企業倒産状況」、 

日本銀行「都道府県別預金・現金・貸出金」「貸出約定平均金利」 

 

 


